








































































































































































































































































































































































































































































































































































（27）	 	沢井裕＝清水元，谷口和平＝五十嵐清編集『新版注釈民法（13）債権（4）§§521 〜 548』（有斐閣，1996年）
460頁。厳格な対価的相互性を要求することなく，双務契約における非対価的債務相互間の引渡履行関係を民
法第533条の適用下においている。一方で広中，前掲注（22），330頁は履行拒絶権として構成している。信義
誠実の原則に基づいて，適用範囲を拡大している。
（28）	 	椿寿夫「同時履行の抗弁権ー留置権との関係についてー」『現代契約法大系第1巻』（有斐閣，1983年）240頁以下。
Medicus,D.,Burgerliches	Recht,18.,neuarbeitete	Auflage,Carl	Hermanns	Verlag	KG,1999.,S.162ff,Rdnr.219ff.
（29）	 	沢井＝清水，前掲注（27），462頁。
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関する諸問題を観察しているわけであるが，敷金の分別管理方法が確立していない我が国
においては，どのような行為を持って敷金返還請求権を危殆化させたと評価されるか定
まっていない。同時履行の抗弁権を適用することを想定するならば，賃貸人に対して一定
の義務を負わせなければならない。敷金の分別管理義務を構成しなくては，同時履行の抗
弁権を認めることはできない。よって，同時履行の抗弁権をもって賃借人の賃料支払拒絶
権を認めるならば，敷金の分別管理義務を確立しなければならない。その分別管理義務か
らは，賃貸人が敷金の行方について説明しなければならない情報提供義務を導きうる。し
かしながら，賃貸人のどのような行態をもって，敷金が危殆化したと評価されるのであろ
うか。賃借人から敷金の残高について問い合わせがあり，その問い合わせにどのように答
えるか迷っている間に，賃料の支払いを拒絶されるということになるのか。このような扱
いは，賃借人が自力救済をもって対抗するということにつながりかねない。当事者に簡易
迅速な救済手段を与えることは，こういった法治主義を潜脱する恐れを有している。この
点，信義誠実の原則に照らして先例の蓄積を待つより他ない。不完全履行がなされた場合
の対応的部分給付などのように，柔軟な扱いを認める場面が参考になるのではないか。す
なわち，未履行・不完全履行が軽微なものであれば，同時履行の抗弁が認められず，逆に
重大であれば抗弁権が反対給付のすべてにわたって認められるのである。これは，個別具
体的に当事者の態様を評価して，抗弁を認めることが信義誠実の原則に照らして妥当か否
か判断した結果であると見受けられる。個別具体的な判断を通じて，賃料支払の拒絶が妥
当か否かを判断すべきである。
しかるに，敷金返還請求権が危殆化する場面とはどのようなときで，しかもそれに基づ
く賃料支払拒絶が信義誠実の原則に照らして妥当とされるのはどのような場面であろう
か。この点，我が国民法はその第559条において売買契約の規定を性質上許される場合に
他の有償契約に準用するとある。そして，民法第576条は権利を失う可能性がある場合の
代金支払拒絶を規定している。すなわち，敷金が危殆化するというのは，その返還請求権
が，というより具体的にいうならば，当該金銭が第三者に渡ってしまったときである（30）。
判例は賃貸目的物の引渡を求める第三者が現れた場合に，以後の賃料支払を拒絶できると
ある。これは賃借権そのものが危殆化した場面である。このようなとき，信義誠実の原則
に照らせば，以後の賃料支払を拒絶することになろう。では，敷金の返還が危殆化した場
面ではどうか。預託した敷金と同額に至るまで支払を拒絶できるというのが妥当な帰結で
はないだろうか。
賃貸目的物と敷金返還請求権の同時履行関係について，賃貸借契約の終了時の事後処理
として同時履行の抗弁権を適用することが合理的か否かを考えるべきで，一概に否定か肯
定かを議論すべきでない。すなわち，賃貸借関係終了時の運用方法として，同時履行関係
が合理性を保って当事者の助けとなるならば適用すべきである。賃貸借関係継続中も，合
理的な運用に資するのであれば，同時履行関係を認めるべきなのではないか。同時履行関
（30）	 	最判昭和50年4月25日，民集第29巻4号556頁。土地又は建物の賃借人は賃借物に対する権利に基づき自己
に対して明け渡しを請求できる第三者からその明け渡しを請求されたときはそれ以後，賃料の支払を拒絶す
ることができる。この判例は，それ以後，居住している期間中支払を拒絶できるとある。一方で敷金に関する
拒絶の場合には，預託した敷金と同額に至るまで拒絶できるということが信義誠実の原則に照らして妥当で
あろう。
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係は公平性を保証するものであるからこそ，賃貸人・賃借人の関係に公平な扱いをもたら
すために大いに活用すべきである。
F．留置権の適用の可否
同時に，類似の制度として留置権もある。留置権を主張して，敷金の費消事案において
賃料の支払拒絶が認められるだろうか。留置権に関しても，同時履行の抗弁権と同じよう
に適用範囲が拡大されている。民法第295条所定の要件は，その物について生じたる債権
関係があり，同時に牽連関係が求められる。留置権は物の返還と同一の法律関係，事実関
係，生活関係が生じている場合を受け持っている。同時履行の抗弁権が一つの双務契約と
規定するものより広い適用範囲を有しているように見受けられる。留置権が賃貸借関係に
おいて問題となりうる場面を参考までにあげたい。たとえば，賃借建物に支出した必要費
と有益費の費用償還請求権に基づく留置権や，建物買取請求権と土地家屋の間の牽連性につ
いて議論されている。結果として賃借建物に支出した必要費・有益費は牽連性を認められ
ている。だが，建物に関して生じた債権は敷地に対して生じた債権ではない，という反論
もなされている。すなわち，賃借物を使用収益する権利は，賃借物に関して生じた債権と
は言えないということである。同様にして，造作買取請求権も造作に関する債権にすぎず，
家屋に関する債権とは言えないと否定する見解もある。この反論は注意しなければならな
い。敷金もまたこの基準で言うならば，そのものについて，すなわちこの場合の賃料につ
いて生じた債権ではないと言い得るからである。しかしながら，この反論は原理的である。
というのも，この反論に対して，借地借家法第13条の文言を解釈すると，建物買取請求に
よる地上物の引渡と代金の支払いは同時履行の関係にあり，同請求権を行使した第三取得
者は，支払あるまで建物や敷地を留置できるとある。このような流れから，仮に同時履行
の抗弁権による支払拒絶が難しい場合，すなわち同時履行の抗弁権は対価的双務契約にお
ける緊密な結合関係を強調したうえで，それに属しない交換給付関係とみなされたなら，
賃料の支払いと敷金の分別管理が適用の枠外に追いやられる。そのような扱いになっても
より強力かつ包括的な留置権が要件を緩和することで，広く請け負うことになるのではな
いか。これは，敷金の分別管理と賃料の支払いの関係について，仮に同時履行の抗弁権が
適用できなくとも，留置権を主張することで支払を拒絶できることを示している。また，
敷金返還請求権に基づいて留置権を主張して賃貸建物の明け渡しを拒むことは，文理上は
そのものについて生じた債権と理解出来るので，認められるという見解もある（31）。
4，不安の抗弁権との関係
本稿で特に問題視しているのは，一般居住用住居における敷金は少額で訴訟手続などに
よる回復が事実上困難であるという事情が認められるという点である。そういった背景事
情を受けているのか，判例などにおいては，敷金返還請求は土地建物明渡請求への反訴と
して行われることが多く，純粋に敷金の返還を求める事例は少ないことも指摘した。その
一方で，消費者生活センターなどに寄せられる敷金に関する相談は，年間に15000件程度
（31）	 	清水，前掲注（6）63頁以下。
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と決して少なくはない。これは，純粋に敷金が返還されずに困難な状況に陥っている賃借
人が少なくないという事実の表れである。ここで，賃貸借関係が終了する前に，なんらか
の情報によって，敷金返還請求権が危殆化していることを知った賃借人が，いわゆる不安
の抗弁権に基づいて，自らの賃料支払を拒絶し得るかを考察したい。判例においては，「敷
金の返還が競売開始手続きにより危殆に瀕するに至ったため，その履行確保の目処が立っ
て敷金が保全されるまで，今後の賃貸借契約に基づく賃料の支払義務を拒絶した賃借人に
対して，その主張は賃料不払に違法性がないといういわゆる不安の抗弁権の主張であると
解した上で，預託した敷金と同額に至るまでの賃料支払を停止することは遅滞にはあたら
ない」という下級審判決もある（32）。
訴訟手続などの重厚な法律上の保護には適さなくても，なんらかの形で保護する必要が
あるという中途半端な要請は，不安の抗弁権の必要性と通ずるものがある。不安の抗弁権
が我が国において導入されなかったのは，破産手続に加入することで解決する問題のため
に中間的な方策を導入する必要はないと判断されたためである（33）。しかしながら，諸外国
の立法例を見ると，	例えば，ドイツ民法典第321条は不安の抗弁権を明文で認めている（34）。
我が国においても学説の多数は簡易迅速な保護制度を求めている。こういった不安の抗
弁権の必要性は，敷金関係における諸問題に通ずるところがある。そもそも，賃貸人が破
産したわけではないが，預託してあった敷金を費消してしまった場合，そして事実上返還
が困難な場合，家賃数カ月分の敷金の回収のために破産の申し立てをするかと言えば，コ
ストの面からも現実的とは言い難い。しかしながら，預託した敷金を諦めるのは賃借人に
とって大きな経済的負担となる。多くの場合は賃貸人が預託された敷金を費消して，賃借
人には敷金は返還されず，賃貸人は従来の経済関係をそのまま継続するという矛盾に対抗
する手段を賃借人に与えなくてはいけないだろう。コストの面での不安と，実際に賃料を
支払い続けたにもかかわらず，敷金が返還されないのではないかという不安，この二つの
不安に応えるべきであるとの現実の要請がある。そして訴訟手続未満の紛争回避というさ
らなる要請に，不安の抗弁権は応えると見受けられる。よって，不安の抗弁権に基づいて，
敷金の費消の疑いが濃厚となった場合，すなわち，賃借人から敷金に関する情報提供を求
められた賃貸人がそれに確答しない場合，預託した敷金と同額に至るまで賃料の支払いを
拒絶する賃料支払拒絶権を不安の抗弁権にもとづいて認めるべきである（35）。
なお，不安の抗弁権に対しては，契約遵守の原則に反するのではないかという疑問が提
起され，また，同時に契約当事者は自己責任で相手方を選択している以上，契約の相手方
の信用を評価しているわけであるから，その資産状況の悪化は自身のリスクの範囲である
という反論がなされる（36）。たしかに信用売買など不安の抗弁権が重要な意義を持ちうる場
（32）	 	名古屋地裁平成14年5月10日判決，http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/739/007739_hanrei.pdf。
実際この事案は賃料が月210万円の商業施設に関するものである。額の多寡にかかわらず問題とされる。ま
た，同様な主張はとりわけバブル経済崩壊直後によく提起されたということも判決文から窺い知ることがで
きる。
（33）	 	清水元「不安の抗弁」『現代契約法大系第2巻』（有斐閣，1984年）79頁以下。
（34）	 	Grueneberg,C.,Palandt	Burgerliches	Gesetzbuch,72.Auflage,C.H.Beck,2013,S.542.
（35）	 	柚木馨「所謂『不安の抗弁権　Einrede	des	Unsicherheit』」民商法雑誌5巻3号446頁。一種の給付の拒絶権を
認めるとある。
（36）	 	神崎克郎「信用売買における不安の抗弁権」神戸法学第16巻第1・2号465頁。
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合に当てはまる批判である。しかしながら，敷金の事例においてこのような批判が当ては
まるだろうか。敷金は賃借人自ら預託した金銭であり，資力に不安が生じたために自己責
任でそのリスクを負担せよというのは酷ではないか。信用売買以上に相手方（賃貸人）の
信用悪化に対する防御手段として，自己の履行を拒絶する必要があると考えうる。賃貸人
が将来的に破産することを見据えた上で，一旦履行を停止し，情勢を確認させる必要があ
るのではないだろうか。
分別管理義務の効果として，賃料の支払拒絶を認めることは，賃借人の保護に資するこ
とになる。不安の抗弁権にもとづいて賃料の支払拒絶を認めることは，我が国では不安の
抗弁権があくまで解釈上の産物で，明文化されていないという事情もあって，不安定であ
るとも言える。そこで，同時履行の抗弁権を適用して，賃借人の賃料支払拒絶権を確固た
るものにすべきであるという考え方をあわせて提起したい。
5，ドイツにおける敷金分別管理と賃料支払拒絶について
ドイツにおいては，敷金を分別管理するための厳格な規定とそれに対応した制度が構築
され，敷金は賃貸人に預けられた賃借人の金銭という原則が貫かれている。この分別管理
のための厳格な規定は，BGB第551条である。その前身である旧BGB第550b条は，1982
年12月20日の賃貸住居の供給増加のための法律によって導入された。同規定は，以下のよ
うに敷金の扱いについて，厳格さを要求している。敷金は分別管理を徹底した投資によっ
て，賃借人の所有に属する。そして，信託財産や被後見人の財産に類する扱いを受け，賃
貸人が破産したとしても保護され，銀行が預金債権に対して担保権実行をしても排除され
る。賃貸借契約において，賃借人が負うべき様々な債務の担保以外の目的で費消すること
はほぼ認められない。しかしながら，このような敷金への保護は，判例によると，敷金が法
律の定めるように，公的な扱いを受けうる敷金専用の信託口座に投資された場合にのみ認
められるとある。敷金が現金で供され，上述のような口座に投資されなかったならば，賃
貸人が破産した場合，その返還請求権は単純な破産債権として破産財団に請求することに
なる。また，この敷金のための口座が公的な形で開設されず，一般の預金口座と見分けが
つかなければ，金融機関は，その金銭を担保として扱いうる。賃借人は，BGB第551条所定
の方法での分別管理がなされない限り，自らの敷金返還請求権を守ることができない（37）。
（37）	 	BGH,NJW,1985,S.1654.	敷金の分別管理は，当事者が所定の信託的な分別管理を行った場合にのみ認められる。
同判例によると，敷金口座は，敷金を預ける目的で開設された事情が明示され，認識されうる状態のときにの
み認められる。単に賃貸人が自分の口座と別の口座を開いただけではこのような敷金に対する保護は認めら
れない。当該敷金を預ける口座が敷金口座と宣言され，そして金融機関にその性質が示され，さらに賃料口座
など目的が曖昧な表現でなく，敷金口座と銘打たなければならない。また，Köhler,W.,Kossmann,R.,Handbuch	
der	Wohnraummiete,6.,neubearbeitete	Auflage,Verlag	Frany	Vahlen,Munchen,2003,S.162,Rdnr23.によると，
賃貸人がどのような投資を行うとしても，賃貸人の個人財産とは完全に分別されなければならない。それゆ
えに，最良の方法は，特別口座に預け入れられ，そこに固定されることである。さらに，BayObLG,9.2.1981.,N
JW,1981,S.994.によると，バイエルン州最高裁は，分別管理がなされなければ，敷金に対して保護が与えられ
ず，賃貸人の個人の資産と混同した場合に，分別管理されなかったとすると，賃貸人の債権者は敷金に対して
も攫取できると決定した。さらに同旨の判例も多く目にすることができる。BGH,NJW,1971,S.559,NJW,1996,S.
1543,NZM,2003,S.818.
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よって，ドイツにおいても，適正な分別管理を間接的に強制する賃料支払拒絶権が重要な
意味を持っている。そのような中で，敷金の危殆化が問題となった判決が下された。
Darmstadt州裁は，賃貸人が法律に従った方式による敷金の投資を行わなかった場合，
賃借人は，賃貸借関係が短期間に終了し，賃借人の有する敷金返還請求権が賃貸人の資産
状態の悪化を理由に危殆化する恐れがある場合に限って，賃料について債権的留置権（一
般的留置権）を主張できると，限定的な考えを示した（38）。
この判決に対しては，批判がなされている（39）。Darmstadt州裁の判断は，BGB第551条
が念頭に置いている保護法益を無視している。同判決によれば，敷金の危殆化は，賃貸借
関係が解約その他の理由によって短期間に終了することが予見され，賃借人が残りの契約
期間において，自ら預託した敷金を利用充当することが困難となった，すなわち，賃料の
滞納もなく，目立った損害も発生していないという場合にのみ認められるというのであ
る。このような判決の姿勢には，BGB第551条が用意している敷金返還請求権の保護とそ
の保護を間接的に保証ないし強制する賃料支払拒絶の位置付けが全く無視されている。賃
貸人の破産事例や，銀行が担保権実行をして預金を差し押さえるような事態が生じうるの
であるから，賃貸借関係末期に限らず，敷金返還請求権の危殆化は常に存在している。よっ
て，賃借人は賃貸借関係が開始した時より，敷金が法律に従って投資されるか否かという
事態に対して正当な利害を有している。このような賃借人の期待と利益を守るためにも，
債権的留置権（一般的留置権）を認め，敷金返還請求権が危殆化した場合に賃料支払拒絶
権を認めなければならない。賃借人は賃貸借関係が継続している間は常に敷金の所在に重
大な関心を寄せていて，その敷金を適正に管理させるために，債権的留置権（一般的留置
権）は大きな役割を果たしていることが窺い知れる。この留置権が賃貸人の担保利益を害
する恐れがあるという指摘をDarmstadt州裁はしているが，この点も疑問がある。やはり，
賃貸人の担保利益は，賃貸人が法律を守った投資を行うことで初めて顧慮されるもので
あって，法律を守って投資をした旨の証明は直ちに提供できるというのが原則であろう。
ドイツにおいては厳格な敷金の分別管理制度が存在し，敷金の所在について追求するた
めの土壌が整っていると言える。また，原則として敷金を費消させることが許されないと
いう流れがあり，そのような背景事情に基づいて，賃料の支払拒絶権が認められている。
判例の姿勢を見ても分かる通り，敷金を所定の方法で分別管理投資した場合にのみ，この
ような厳格な保護が認められるということは，制度をすべて遵守した場合にのみ保護され
るということである。敷金をめぐる扱いはすべて制度の上に構築されているということの
表れである。とするならば，我が国はこのような制度的な枠組みも，当事者の意識も欠如
しており，賃料の支払いを拒絶するのは難しいと思われる。しかしながら，厳格な敷金の
分別管理制度というのは，おもに，賃貸人になんらかの不都合が生じた際に利害を有する
者，たとえば，賃貸人の破産債権者，金融機関，破産管財人などに対して，敷金という特殊
な意味のある現金を，賃貸人の個人資産から切り分ける際に重大な意義を持っている。一
見見分けのつかない現金のうちの一部は賃借人の所有に属するという扱いをするために，
こういった厳格な制度を用意しているのである。敷金の分別管理と賃料支払拒絶の関係
（38）	 	LG.Darmstadt,Urteil	vom	8.11.2001,NZM,2002,S.19.
（39）	 	Blank,H.,Zurückbehaltungsrecht	on	Miete	wegen	 fehlender	Nachwaise	gesetzkonform	Kautionlage.,NZM	
2002,S.58.
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は，賃貸借契約の当事者の変更がなければ，こういった第三者の登場は想定されず，賃貸
人が敷金を費消させないようにその行動を間接的に強制するという単純な影響力を有する
にすぎない。第三者の利害が関わるなら，賃貸人の個人資産のうちどこからどこまで執行
可能な財産で，敷金はどれだけかという議論が必要となろう。しかしながら，賃料支払拒
絶はあくまでそういった扱いの基礎となるような賃借人の抗弁であり，この効用から，敷
金の完全分別管理への道筋をつける役割を担うのではないか。
そしてまた，国は違えど，賃借人の関心事は同じであろう。ドイツにおいても我が国に
おいても，結局，賃借人は自ら預託した敷金が返還されるか否かに重大な関心を有してお
り，分別管理のための厳格な制度があるか否かで，賃借人の意思に大きな違いはないと思
われる。我が国は，厳格な敷金を保護する制度も思想も醸成されていないが，ひとつの議
論をきっかけにそういった流れを作る必要がある。
ドイツにおいて，債権的留置権（一般的留置権）を主張して賃料支払を拒絶する際に挙
げられている，敷金返還請求権の危殆化という要件が，我が国では何を持ってそれに代え
るか考察が必要となろう。賃貸人は，賃借人が求めた場合，敷金の所在についての情報を
提供しなければならない。すなわち敷金に関する情報提供義務がまず認められ，この情報
提供義務が正当な理由なく履行されない場合に，敷金返還請求権が危殆化したと評価され
ることになろう。我が国においては，委任の諸規定からこの情報提供義務を導くことがで
きる。よって，上述の通り法規定通りの投資が行われ，敷金が分別管理されている事実が
あるなら，賃貸人はなんら抵抗なく情報提供できる。我が国では，この点何を持って情報
提供と言い得るか，さらに議論が必要である。賃貸人の個人資産を開示するのか，それと
も単なる計算書を提示するだけで事足りるのか。このような議論を進めていくと，やはり
賃貸人は敷金を預かる専用の口座を開設し，その口座の情報は賃借人の求めに応じていつ
でも開示できるようにするといった，制度構築が必要となろう。そして，その口座の存在
を持って，敷金の完全な分別管理とすることになろう。この口座の所有者は誰か，口座に
執行できるのか，ドイツのような特例扱いの銀行口座を開設することができるかを，銀行
法や実務をよく検討した上で議論しなければならなくなる。
ドイツにおいて，賃料支払拒絶権を認める根拠となっている債権的留置権（一般的留置
権）を概観したい。ドイツにおける債権的留置権（一般的留置権）は，我が国における同時
履行の抗弁権の役割を担っている。よって，要件は債権の双務性，反対債権の履行期到来，
債権と反対債権の牽連性である。しかしながら，その制度意義の中で，債権債務関係にお
いてできる限り広く牽連性を認め，法的に共通と見なしうる場合には法的な救済手段を実
現しようと，我が国の同時履行の抗弁権より広く適用することを予定しているように見受
けられる（40）。また，適用領域の面でも，物権法を超えて，相続法，仲裁法，公法上の様々な
法的関係について，債務者の有する反対債権を保護し，債権者による反対債務の履行を促
進する必要がある場合に広く転用されている。そして，相殺とはまったく違う要件に基づ
いて認められる。相殺は牽連性ではなく等価性に基づいて認められる。よって，先ほどか
ら強調しているが，敷金について相殺ではなく債権的留置権（一般的留置権）もしくは同
時履行の抗弁権を認めることは，債権債務関係の消滅を意味するわけでなく，弁済につな
（40）	 	Stadler,A.,Jauerring	BGB	Bürgerliches	Gesetzbuch	Kommentar,	15.Auflage,	C.	H.	Beck,	2014,	S.272.
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げるための重要な意義を持っている。債権的留置権（一般的留置権）は，債権者の履行すべ
き債務と債務者の履行をつなげる意図があるものであり，債権者にとって不利益を課すわ
けではないという指摘もある（41）。債権者の権利を永遠に挫折させてしまうわけではないと
いう点に注目すべきであろう。賃借人の意向で敷金をもって賃料債務と相殺するわけでは
なく，賃貸人の行動を促す効果を期待するにとどまる点に着目すべきである。
牽連性について，債権的留置権（一般的留置権）の適用を受けうる二つの債権は，それぞ
れ法律関係にもとづいて発生し，内部的な連帯性，統一的な生活関係を基礎とするときに
認められる（42）。我が国の民法第533条において「同一の双務契約」と表現されている内容を
詳細に説明し，また様々な可能性を示唆するような表現となっている。敷金と賃料は厳密
に双務性という言葉で一括りにできない可能性がある。しかしながら，同一の生活関係と
いう枠組みで捉えるなら，十分に牽連性を有すると言い得る。また，このような統一的な
つながりがある中で，一方の債権を先履行させるということは信義誠実の原則に反する公
平性が認められる。そして，このような適用範囲の拡大が，継続的契約関係において複数
の契約から発生した債権債務関係についても広く牽連性を認めることにつながり，仮に賃
貸借契約と敷金特約が別個の契約であると性質付けられても，敷金の分別管理と賃料支払
の間に牽連性を認めることになる。
そして，債権的留置権（一般的留置権）の効果は，履行拒絶権であり，その実は延期的抗
弁である。よって敷金に関して賃借人の主張があったとしても，賃料債務が消滅するわけ
ではない。敷金を巡って賃借人から請求できない理由づけであるところの賃料債務の消滅
にはつながらない。敷金の扱いについてなんらかの主張をしても，賃料そのものが変動す
ることはなく，その支払拒絶が正当化され，賃借人は現実的に自らの敷金を守るための手
段を手にすることができる。
まとめ
賃借人が預託した敷金についてその返還が危殆化した場合に，賃料の支払いを拒絶する
ことができるか否か議論してきた。賃料支払拒絶の根拠として，まず，敷金を分別管理す
べきであるという分別管理義務を構成し，さらにその履行期は敷金預託時と考察した。そ
して，これをもとに，同時履行の抗弁権を公平性を理由付けとして，拡張適用し，賃料の
支払いを拒絶する方法に辿りついた。しかしながら，これは賃貸借関係末期もしくは終了
後には明渡との同時履行関係の議論につながることになる。この場合には敷金の返還と賃
貸目的物の返還が同時履行の関係に立つこと以上に，敷金の分別管理と賃料の支払いが同
時履行の関係に立つというレベルでの議論にとどめるべきである。そして，明渡の可否に
ついては，信頼関係破壊の法理など賃貸借関係終了時の処置方法に任せるべきであると考
察する。また，賃貸借関係継続中に賃借人から敷金の帰趨について情報提供を求められた
賃貸人が確答できない場合，敷金返還請求権が危殆化していると評価し，不安の抗弁権を
もって賃料の支払いを拒絶することになると考察した。我が国においても債権法改正につ
（41）	 	Stadler,A.,a.a.O.（40）.S.272.Rdnr.7.
（42）	 	Stadler,A.,a.a.O.（40）.S.273.Rdnr.9.
─100─
ながる議論の中で不安の抗弁権を認めるべきであるという見解も主張され（43），不安の抗弁
権自体が大きく揺れ動いている中で，その適用の実例として敷金関係は題材の一つになる
のではないか。
どのような考えを持とうとも，賃借人が自ら預託した敷金をできるだけ簡易迅速な方法
で守ることができるように配慮することは，社会生活上の要請ではないか。今後は不安の
抗弁権の理論の成熟とともに，敷金関係における賃料の支払拒絶に関する理論が発展する
推移を観察し続けたい。
	 （2016.7.20受稿，2016.8.28受理）
（43）	 	法務省民事局参事官室＝商事法務『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明』（商事法務，2013年）
388頁以下。
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〔抄　録〕
賃借人が敷金を預託した場合について，その返還が危殆化したとき，賃料の支払いを拒
絶することができるか否か議論する。賃料支払拒絶の根拠として，まず，敷金を分別管理
すべきであるという分別管理義務を構成し，さらにその履行期は敷金預託時と考察する。
そして，これをもとに，同時履行の抗弁権を公平性を理由付けとして，拡張適用し，賃料の
支払いを拒絶する方法を模索する。敷金の分別管理と賃料支払いの同時履行関係の可否を
考察すると，賃貸借関係末期もしくは終了後には明渡との同時履行関係の議論につながる
ことになる。しかしながら，本稿においては，敷金の返還と賃貸目的物の返還が同時履行
の関係に立つこと以上に，敷金の分別管理と賃料の支払いが同時履行の関係に立つという
レベルでの議論にとどめるべきと考えている。そして，明渡の可否については，信頼関係
破壊の法理など，賃貸借関係終了時の処置方法に任せるべきであると考察する。また，賃
貸借関係継続中に賃借人から敷金の帰趨について情報提供を求められた賃貸人が確答でき
ない場合，敷金返還請求権が危殆化していると評価し，不安の抗弁権をもって賃料の支払
いを拒絶することになると考察したい。我が国においても債権法改正につながる議論の中
で不安の抗弁権を認めるべきであるという見解も主張され，不安の抗弁権自体が大きく揺
れ動いている中で，その適用の実例として敷金関係は題材の一つになるのではないかと考
える。

